
JP 4246798 B2 2009.4.2

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
エンジンの排出物を低減させ且つエンジン効率を増大させるための、内燃機関のための空
燃比制御システムであって、
エンジンの燃焼チャンバ内のイオン化を測定し、イオン化測定に基づきイオン化信号を発
生するためのイオン化装置と、
イオン化装置に連結された空燃比制御体にして、入力されたイオン化信号の第２のローカ
ルピークによりＮＯｘの情報を決定し、決定した当該ＮＯｘ情報に基づき燃焼チャンバの
空燃比を適切に制御するための空燃比制御体と、
を含み、
前記第２のローカルピークが、燃焼プロセス中に創出されるＮＯｘ分子又はＮＯｘ排出量
に関連するものである空燃比制御システム。
【請求項２】
制御体が、イオン化信号の第２のローカルピークを実質的に最大化することに基づき空燃
比を更に制御する請求項１の空燃比制御システム。
【請求項３】
内燃機関の燃焼チャンバが複数のシリンダを含み、各シリンダが、シリンダ内のイオン化
を測定し、イオン化測定に基づきイオン化信号を発生するためのイオン化装置に個別に連
結される請求項１の空燃比制御システム。
【請求項４】
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制御体が、各シリンダにおいて測定されたイオン化信号の第２のローカルピークの比較に
基づき、複数のシリンダの空燃比を更に制御する請求項３の空燃比制御システム。
【請求項５】
燃焼チャンバの排気側に位置付けられ且つ制御体に連結された酸素センサを更に含んでい
る請求項４の空燃比制御システム。
【請求項６】
制御体が複数のシリンダの各々に連結され、各シリンダに相当するイオン化信号に基づき
、各シリンダの空燃比を個別に制御する請求項３の空燃比制御システム。
【請求項７】
点火ギャップを有する点火プラグを含んでいる請求項１の空燃比制御システム。
【請求項８】
イオン化装置がイオン化プローブを含んでいる請求項１の空燃比制御システム。
【請求項９】
エンジン排出物を低減し且つエンジン効率を増大させるための、内燃機関のための空燃比
制御システムであって、
エンジンの燃焼チャンバ内のイオン化を測定し、イオン化測定に基づきイオン化信号を発
生するためのイオン化装置と、
イオン化装置に連結され、入力されたイオン化信号の第２のローカルピークによりＮＯｘ
の情報を決定し、決定した当該ＮＯｘ情報に基づき燃焼チャンバ内の空燃比を適切に制御
するための空燃比制御体と、
該空燃比制御体に連結された排気ガス再循環システムとを含み、
前記空燃比制御体が、入力されたイオン化信号の第２のローカルピークに基づき、排気ガ
ス再循環水準を制御し、
前記第２のローカルピークが、燃焼プロセス中に創出されるＮＯｘ分子又はＮＯｘ排出量
に関連するものである空燃比制御システム。
【請求項１０】
制御体に連結された不点火検出装置を更に含み、制御体が更に、エンジンにおいて検出さ
れた不点火数に基づき、排気ガス再循環水準を制御する請求項９の空燃比制御システム。
【請求項１１】
イオン化装置に連結され且つイオン化信号をコンディショニングするために空燃比制御体
に連結されるプロセッサを含んでいる請求項１の空燃比制御システム。
【請求項１２】
イオン化信号を統計的に分析するためのソフトゥエアを含んでいる請求項１１の空燃比制
御システム。
【請求項１３】
イオン化信号を統計的に分析するためのソフトゥエアが、複数のエンジンサイクルに渡り
イオン化信号を平均化する請求項１２の空燃比制御システム。
【請求項１４】
プロセッサが、所望の空燃比からの既知のオフセットに対してイオン化信号を分析するソ
フトゥエアを含み、制御体が、オフセットされた所望のイオン化信号の最大化に基づき空
燃比を制御する請求項１１の空燃比制御システム。
【請求項１５】
内燃機関のエンジン排出物を低減させ且つエンジン効率を増大させるための方法であって
、
エンジンの燃焼シリンダ内のイオン化をイオン化装置を使用して検出すること、
イオン化検出に基づきイオン化装置を使用してイオン化信号を発生させること、
入力されたイオン化信号の第２のローカルピークによりＮＯｘの情報を決定し、決定した
当該ＮＯｘ情報に基づき、シリンダ内に射出する空気/燃料混合物を制御すること、
を含み、
前記第２のローカルピークが、燃焼プロセス中に創出されるＮＯｘ分子又はＮＯｘ排出量
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に関連するものである方法。
【請求項１６】
入力されたイオン化信号の第２のローカルピークによりＮＯｘの情報を決定し、決定した
当該ＮＯｘ情報に基づき、シリンダ内に射出する空気/燃料混合物を制御することが、イ
オン化信号の第２のローカルピークの最大化に基づいて実施される請求項１５の方法。
【請求項１７】
入力されたイオン化信号の第２のローカルピークによりＮＯｘの情報を決定し、決定した
当該ＮＯｘ情報に基づき、シリンダ内に射出する空気/燃料混合物を制御することが、イ
オン化信号の第２のローカルピークの最小化に基づいて実施される請求項１５の方法。
【請求項１８】
空燃比制御体が、空燃比を、イオン化信号における第２のローカルピークが実質的に最大
化される空燃比から所定量オフセットされるように制御するための所定のオフセットを使
用する請求項１の空燃比制御システム。
【請求項１９】
空燃費制御体が、空燃比を、イオン化信号における第２のローカルピークが実質的に最小
化される空燃比から所定量オフセットされるように制御するための所定のオフセットを使
用する請求項１の空燃比制御システム。
【請求項２０】
空燃比制御体が、イオン化信号の第２のローカルピークを実質的に最小化するように排気
ガス再循環水準を制御する請求項９の空燃比制御システム。
【請求項２１】
エンジン排出物を低減し、エンジン効率を増大させるための内燃機関のための空燃比制御
システムであって、
エンジンの第１の燃焼シリンダ及び第２の燃焼シリンダの各内部のイオン化を測定し、前
記第１の燃焼シリンダ及び第２の燃焼シリンダの各イオン化測定に基づき、第１のイオン
化信号及び第２のイオン化信号を発生するためのイオン化装置と、
イオン化装置に連結された空燃比制御体にして、入力された第１のイオン化信号の第２の
ローカルピークによりＮＯｘの情報を決定し、入力された第２のイオン化信号の第２のロ
ーカルピークによりＮＯｘの情報を決定し、決定した各ＮＯｘ情報を比較することに基づ
き、第１の燃焼シリンダ及び第２の燃焼シリンダの各空燃比を適切に制御する空燃比制御
体と、
を含み、
前記第２のローカルピークが、燃焼プロセス中に創出されるＮＯｘ分子又はＮＯｘ排出量
に関連するものである空燃比制御システム。
【請求項２２】
燃焼チャンバの排気側に位置付けられ且つ空燃比制御体に連結された酸素センサを更に含
み、空燃比制御体が、該酸素センサからのデータに基づき第１の燃焼シリンダ及び第２の
燃焼シリンダにおける各空燃比を更に制御する請求項２１の空燃比制御システム。
【発明の詳細な説明】
（発明の分野）
本発明は一般に内燃機関における着火システムに関し、詳しくは、空燃比制御のためにイ
オン化測定を使用してエンジン排出物を低減させ、エンジン効率を増大させるための装置
及び方法に関する。
（従来技術）
排出物制御、エンジン効率、触媒コンバータ効率、触媒コンバータ寿命、エンジン出力、
を含む多くの理由のために内燃機関のシリンダ内に導入する空燃比を制御する必要がある
。従来、特に、特定の排出物を減らすための政治的な圧力に照らした、空燃比を制御する
ための数多くの方法及び装置がある。現在の内燃機関は、エンジン速度、吸入マニホルド
圧、冷却材温度、スロットル位置、排気ガス中の酸素濃度のような種々のエンジン運転パ
ラメータの読み取りをその総合的制御を行う前提条件としている。これらのパラメータは
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、エンジンが、基準エンジンにより決定したような最大効率及び最小排出物を達成するよ
う、エンジンの着火タイミング、燃料射出時間、排気ガス循環（“ＥＧＲ”）を選択する
ために、基準エンジンにより較正した所定の基準マップと共に使用される。
現在のエンジン制御システム、詳しくは空燃比制御システムは、最大効率及びより少ない
排出物を達成するようには内燃機関を適切に制御しない。例えば、米国特許第４，５４３
，９３４号によれば、各エンジンシリンダのピーク燃焼圧時の角度位置の、各サイクル間
での揺れを監視することに基づく燃料－空気混合物希釈制御が提供される。この制御シス
テムは、安定及び不安定の各状況間においてエンジンの安定性が変化するに際しての空燃
比を決定する。制御体は、エンジンをエンジン安定点で連続的に運転させ、エンジンが不
安定となり始めるまで燃料－空気混合物混合物を希薄化し、エンジンが再度安定し始める
まで燃焼－空気混合物を富化しようとする。このエンジン安定点はしばしば、最大効率点
を超え、また同じくしばしば、最小排出物点を越える。米国特許第４，７３，７２４号に
記載されるようなその他の制御システムは、各エンジンシリンダにおける燃焼時間を測定
することで空燃比を制御する。この燃焼時間は所定速度及び負荷でのエンジンのための希
薄限界を決定する適応エンジンマップと比較される。次いでエンジンは、所望のエンジン
安定性のために可能である最大希釈点で運転されるように制御される。しかしこの最大希
釈点は最大効率点をしばしば超え、またしばしば、最小排出物点を超えてしまう。米国特
許第４，６２１，６０３号には、圧力比制御を使用して燃料－空気混合物希釈水準を制御
する別の方法が記載される。第１のシステムが、エンジン速度及び負荷の関数としての仕
様値での希釈量を制御し、第２のシステムが、燃焼比或いは燃焼時間を調整するための希
釈量を制御する。そして第３のシステムがサイクル間変動を、各燃焼チャンバへの燃料送
りを均衡させるため及び安定性制御のための両方法として使用し、希釈量を制御する。こ
の圧力比制御方法では簡単なアルゴリズムを使用することができる。しかしやはり、エン
ジンを完全に制御するために十分な情報を持つエンジン制御体とはなり得ない。なぜなら
、特定点においてのみ圧力値を読み取るのでは制御体はエンジンの安定性しか評価し得ず
、従って先に言及した各システムと同じ限界があるからである。米国特許第４，６２１，
６０３号のシステムは、基準マップに従い較正した特定空燃比下に使用することができる
ものの、適応アルゴリズムを使用してさえも、その圧力比は、システムが最大効率及び最
小排出物の両方を提供し得るようにするための十分な情報を提供しない。例えばこの米国
特許第４，６２１，６０３号に記載される装置は、仮に着火タイミングが大きく変動した
場合はエンジンの平均有効圧を算出するのは極めて困難である。そうした計算は、高希釈
混合物下における最大効率及び最小排出物を実現するためには必須である。
空燃比制御技法における重要な考慮事項は、触媒コンバータの性能である。触媒コンバー
タの性能を最適化するためには理論空燃比（ガソリンでは約１４．７対１）が望ましい。
それは、空燃比が濃厚（即ち１４．７対１未満）であると燃料は完全燃焼せず、発生した
排出物が触媒コンバータを詰まらせる傾向があるからである。理論空燃比に対置するもの
としての希薄混合物（即ち１４．７対１よりも大きい）では排出物内の酸素（Ｏ2）量が
過剰となり、結局、触媒コンバータの運転温度が上昇し、窒素－酸素複合物（ＮＯｘ）の
変換量が減少されあるいは防止される。触媒コンバータは高温に晒されるとその作用寿命
は急減する。結局、触媒コンバータは、エンジンシリンダ内で理論空燃比が使用される場
合に最も効率的に使用される。
大抵の空燃比制御方法では、エンジンの排気系内で酸素センサを使用して排気中の酸素量
を測定する。排気中の酸素はエンジンが理論混合物下に運転されているか否かを示す。酸
素センサは排気マニホルドか或いは排気管の何れかにおいてエンジンの排気中の酸素量を
測定する。排気マニホルド或いは排気管内で酸素センサを使用することの１つの欠点は、
センサがエンジンシリンダのための全体的な空燃比を測定することである。例えば、仮に
あるシリンダが燃料射出装置が詰まったために希薄混合物下に運転されると、酸素センサ
に基づく空燃比制御体が他のシリンダをもっと濃厚な混合物下に運転させそれにより、所
望の全体空燃比を維持する。そうしたシステムは、所望されざる濃厚な或いは希薄な混合
物下に個々のシリンダが運転され得る場合でさえも、全てのシリンダのための平均理論空



(5) JP 4246798 B2 2009.4.2

10

20

30

40

50

燃比を実現する。
酸素センサを使用して、上述の排出物の全体的制御を個別のシリンダの空燃比制御に代替
させようとする数多くの試みが実施された。空燃比個別制御のための最も一般的な方法は
、高速型の酸素センサを使用して各シリンダからの排出酸素を識別するものである。この
方法の主たる欠点は、酸素センサがシリンダの下流側にあることである。燃焼の起きるシ
リンダと、燃焼特性を測定するセンサとの間の物理的距離が時間差を導入し、エラー及び
制御の難しさをもたらす。この形式の空燃比制御システムを、全てのエンジン速度におけ
る時間差及びエラーに対処するべく較正するのは極めて困難である。更に、幾つかの最新
型エンジンではこの形式での制御のために４つ以上の酸素センサが必要とされそれが実装
コストを大きくしている。
比較的最近の開発により、特定のシリンダ内燃焼特性を監視することが可能となった。こ
の監視技術は、シリンダ内のガスを燃焼前、燃焼中そして燃焼後に電気的に分析すること
を中心においている。シリンダ内に出現するガスには、燃焼反応によって生じた自由イオ
ンが含まれる。
こうした自由イオンは導電性を有し、従って、イオン化プローブを横断して、あるいは点
火プラグの先端部を横断して電圧を印加することにより測定することができる。印加され
た電圧がイオン化ガス内に電流を誘起し、この電流を測定することで分析のためのイオン
化信号が提供される。点火プラグ先端を使用するイオン化検出方法の例は１９９８年７月
７日発行の米国特許第５，７７７，２１６号を参照されたい。
従来、イオン化信号を空燃比に関連付けようとする幾つかの試みが実施されている。しか
しながら、従来技術によれば、イオン化信号データに基づいて内燃機関の空燃比をフィー
ドバック制御することは不可能であることが強く示唆される。“Ｉｇｎｉｔｉｏｎ　Ｓｅ
ｎｓｏｒｓ　ｆｏｒ　Ｆｅｅｄｂａｃｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ｏｆ　Ｇａｓｏｌｉｎｅ　Ｅ
ｎｇｉｎｅｓ”と題するＮ．Ｃａｌｌｉｎｇｓ他の、ＳＡＥ技術論文１９８８年の連続番
号第８８４７７１号の第４３～４７頁及び、“Ｉｎ－Ｃｙｌｉｎｄｅｒ　Ｍｅａｓｕｒｅ
ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ　Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ　Ｕｓｉｎｇ
　Ｉｏｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｅｎｓｏｒｓ”と題するＲ．Ｌ．Ａｎｄｅｒｓｏｎの、ＳＡ
Ｅ技術論文１９８８年の連続番号第８６０４８５号の第１１３～１２４頁とを参照された
い。
（発明が解決しようとする課題）
内燃機関のシリンダ内に導入される空燃比を調節するための改良制御システム及び方法を
提供することであり、
少なくとも部分的にイオン化検出に基づいて内燃機関の空燃比を制御する改良制御システ
ム及び方法を提供することであり、
イオン化検出装置から得られたイオン化信号に基づいて内燃機関の空燃比を制御するため
の制御システム及び方法を提供することであり、
安価で且つ効率的な、内燃機関の空燃比を制御するための方法を提供することである。
（課題を解決するための手段）
本発明によれば、排出物を低減させ且つエンジン効率を増大させるための内燃機関のため
の空燃比制御システムが提供される。本発明の空燃比制御システムには、その１様相にお
いて、エンジンの燃焼チャンバ内のイオン化を測定し、イオン化測定に基づくイオン化信
号を発生するためのイオン化装置が含まれる。このイオン化装置と電気的に連通する空燃
比制御体も含まれる。空燃比制御体は、イオン化信号を受け、少なくとも部分的にイオン
化信号に基づき、エンジン内の空燃比を制御する。
空燃比制御システムの別の実施例においては、制御体がイオン化信号の第１のローカルピ
ークに基づき、空燃比を制御する。別の実施例では、制御体はイオン化信号における第１
のローカルピークを最大化することに基づき、空燃比を制御する。空燃比制御システムの
別の変更例では制御システムに、イオン化信号をコンディショニングするためのプロセッ
サが含まれる。制御体はコンディショニングされたイオン化信号に基づき、空燃比を制御
する。
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他の実施例では制御体は、イオン化信号における第２のローカルピークを実質的に最大化
或いは最小化するように空燃比を制御する。
更に他の実施例では、内燃機関の燃焼チャンバに複数のシリンダが含まれる。各シリンダ
はシリンダ内のイオン化検出のためのイオン化装置に個別に連結されそれにより、イオン
化測定に基づくイオン化信号を発生する。制御体は２つ以上のシリンダの空燃比を個別に
制御することができる。イオン化測定装置は更に、イオン化信号を発生させるための点火
プラグ或いはシリンダ内のイオン化プローブを含み得る。
内燃機関における排出物を低減させエンジン効率を上げるための方法もまた開示される。
本方法には、エンジンの燃焼シリンダ内でのイオン化をイオン化装置を使用して検出し、
イオン化検出に基づき、イオン化装置を使用してイオン化信号を発生することが含まれる
。本方法には更に、イオン化信号に基づき、シリンダ内に射出する空気/燃料混合物を調
節することが含まれる。
本方法のこの調節段階はイオン化信号の数多くの特徴に基づくものであり得る。そうした
特徴には、第１のローカルピーク、第１のローカルピークの最大化、第２のローカルピー
ク或いはこの第２のローカルピークの最大化及びあるいは最小化、が含まれる。本方法に
は更に、第１のシリンダのイオン化信号の第１のローカルピークを第２のシリンダのイオ
ン化信号の第１のローカルピークと比較することが含まれ得る。また、第１及び第２の各
ローカルピークを実質的に等振幅に維持することにも基づき得る。
【図面の簡単な説明】
図１は、代表的内燃機関のための、種々の排出物（特に、ＣＯ2、ＮＯ及びＨＣ）対余剰
空気係数（“λ”以下に定義する）をグラフ化した図である。
図２は、本発明の空燃比制御システムの概念図である。
図３は、本発明の空燃比制御システムのブロックダイヤグラム図である。
図４は、種々のエンジン負荷条件のためのイオン化電流対エンジンピストンクランク角を
示す実験データのグラフである。
図５は、種々のエンジン負荷条件のためのシリンダ圧力対エンジンピストンクランク角の
実験データのグラフである。
図６は、余剰空気係数（λ）及びイオン化と、数多くのエンジン負荷条件のためのイオン
化との間の相関を示す実験データのグラフである。
図７は、種々の値での余剰空気係数（λ）のための、イオン化対エンジン負荷を示す実験
データのグラフである。
（実施例）
先ず、図１を参照するに、代表的な運転条件下における代表的なエンジンのための、種々
の排出物ガス対余剰空気係数（“λ”）のグラフが示される。図１はＢｏｓｈ　Ａｕｔｏ
ｍｏｔｉｖｅ　Ｈａｎｄｂｏｏｋの１９８６年版、第４３９頁に示されるものである。こ
こで、余剰空気係数（λ）とは、空燃比が理論混合比（例えばガソリンのための１４．７
対１）以上或いは以下であることを示す単なる係数である。かくして、例えばλ＝１であ
るときに相当する空燃比は理論空燃比であり、λ＝１．２の時に相当する空燃比は理論空
燃比の１２０％であり、λ＝０．８の時に相当する空燃比は理論空燃比の８０％、そして
λ＝２の時には理論空燃比の２倍（例えばガソリンのための２９．４対１）に相当する。
図１から、ＮＯ濃度は理論空燃比よりも若干希薄（λ>１）な値の時にピークとなること
が分かる。ＮＯの発生はＮＯｘが発生したことの代表資料である。
先に説明したように、イオン化の検出及び測定は斯界に既知である。イオン化を検出し測
定するためのイオン化検出装置の１つの形式は、電圧がそこを横断して印加される点火ギ
ャップを利用する点火プラグを含んでいる。点火ギャップを横断する電圧が燃焼中及び燃
焼後におけるイオン化ガスに電流（点火ギャップを横断する）を誘起する。電流は回路に
より検出され、分析されて燃焼特性が決定される。例えば、“Ｉｇｎｉｔｉｏｎ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ｗｉｔｈ　Ｉｏｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ”と題する１９９８年７
月７日発行の米国特許第５，７７７，２１６号を参照されたい。他のイオン化検出装置で
は、その一次機能がイオン化ガスを検出することであることを除き点火プラグと類似する
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プローブが使用される。
図２を参照するに、本発明に従う制御システム１０が示される。内燃機関（図示せず）が
シリンダ１２と、ピストン１４と、吸気弁１６と、排気弁１８とを有している。吸気マニ
ホルド２１が吸気弁１６を介してシリンダ１２と連通される。排気マニホルド２２が排気
弁１８を介し、シリンダ１２からの排気ガスを受ける。点火ギャップ２２を有する点火プ
ラグ２０がシリンダ１２内の空気及び燃料混合物に着火する。
従来のエンジン制御体３０が、代表的には、種々のエンジン運転パラメータ及び、燃料射
出装置３２及びアイドル空気弁３４を含む構成部品を制御する。エンジン制御体３０は、
スロットル弁３６に連結したスロットル位置センサ（図示せず）からの位置データ及び、
マニホルドセンサ３８からのマニホルド圧データをも受ける。スロットル弁３６は吸気マ
ニホルド２０内に設けられ、シリンダ１２への空気流れを制御する。エンジン制御体３０
はまた、代表的には、排気マニホルド２２内或いは排気弁１８の下流側のどこかに位置付
けした酸素センサからのデータをも受ける。
イオン化検出装置５０はイオン化検出装置を含み、イオン化検出装置は、図２に示される
ように、シリンダ１２内のイオン化を検出するためにシリンダ内部に部分的に位置付けら
れた点火プラグ２０を含んでいる。この点火プラグあるいはイオン化検出装置２０により
検出したイオン化情報はイオン化装置５０に送られる。イオン化装置５０はイオン化検出
装置（点火プラグ２０あるいはイオン化プローブ或いは、イオン化検出用の任意のその他
の従来装置）からのイオン化データを受け、イオン化信号５２をエンジン制御体３０に送
る。
エンジン制御体３０は燃焼射出装置３２を制御しまた、スロットル弁３６を制御して空気
及び燃料を所望の比率下にシリンダ１２に送ることができる。エンジン制御体３０はイオ
ン化装置５０からのイオン化信号５２の形態でのフィードバックを受けて空燃比を調節す
るようになっている従来からの任意の制御体とすることができる。
図３には、本発明に従う制御システム１０のブロックダイヤグラムが示される。エンジン
１１が点火プラグ２０を含み、この点火プラグが、本実施例ではイオン化検出を提供する
（イオン化プローブのようなその他のイオン化検出装置を使用しても良い）。イオン化装
置５０が点火プラグ２０からのイオン化検出データを受け、受けたデータをイオン化信号
５２に変換する。イオン化信号５２は、プロセッサ５０ｂ内でプロセス処理され且つ、統
計的分析（以下に説明する）を含み得る分析にかけられる。プロセス処理されたイオン化
信号５２ａ及び５２ｂはエンジン制御体３０（今後、エンジン制御ユニットあるいは“Ｅ
ＣＵ”とも称する）に送られ、このエンジン制御体３０が結局、イオン化装置５０に、エ
ンジン速度、点火あるいは着火タイミング及び着火時間を含むその他のエンジンデータを
信号５６を介して提供する。エンジン制御体３０は、エンジン速度及び酸素センサデータ
のような、その他のエンジンセンサからのデータをも受ける。エンジン制御体３０は、運
転パラメータの中でも、燃料射出装置３２及び燃料ポンプ３３を介してエンジン１１内に
導入される燃料を制御する。エンジン制御体３０はエンジン（図３には示されない）内に
導入される空気をも制御することができる。エンジン制御体３０（あるいはＥＣＵ）はそ
れにより、少なくとも部分的にイオン化信号５２に基づいて空燃比を制御することができ
る。
イオン化装置５０はイオン化回路５０ａを含み、また、プロセッサ５０ｂをも含み得る。
プロセッサ５０ｂは、イオン化信号５２を分析するための統計的分析ルーチンを含む分析
ソフトゥエアをも含み得る。イオン化装置は更に、イオン化信号５２とプロセス処理信号
５２ａ及び５２ｂを記憶するためのバッファ及びメモリをも含み得る。
図４には、特定のエンジンに関する５段階の負荷水準での１００回の燃焼サイクルにおけ
るイオン化データの統計的平均値を含む実験データが示される。図４の番号１、２、３、
４、５で示す曲線は、異なる且つ増大するエンジン負荷のためのピストンのクランク角度
（上死点を３６０度とする度数での）の関数としてのイオン化信号（ミリアンペアでの電
流としての）を表す。
一般に、イオン化データが測定される主要な原因となっているのは、火炎帯域での化学－
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イオン化である。しかしながら、これらの曲線には２つのローカルピーク１１及び１２が
見られる。第１のローカルピーク１１は主にエンジンシリンダ内の火炎速度に関係してい
る。空気と燃料とが燃焼するとシリンダチャンバ内のイオン数が化学反応によって急増し
、イオン化検出も増える。
図４の幾つかの曲線に見られる第２のローカルピーク１２は温度及び圧力に基づくイオン
化及び濃度に関連している。この第２のローカルピーク１２は主に、燃焼プロセス中に創
出されるＮＯｘ分子あるいはＮＯｘ排出量に関連する。燃焼直後にシリンダ内の温度及び
圧力が上昇すると、その上昇分に比例してＮＯｘの濃度及び発生量が増大する。低負荷水
準に相当する曲線１及び２は図示されるように第２のローカルピークを有していない。こ
れは、負荷水準が低すぎて、ＮＯｘの量及び濃度を増大させ、イオン化信号における第２
のローカルピーク１２を生じさせるに十分な温度及び圧力が発生しないからである。曲線
３、４、５では負荷が増大されそれにより、燃焼プロセスに基づく圧力も増大しそれが温
度及びＮＯｘ発生量を増大させるので、シリンダ内のイオン化は増大（イオンの濃度も増
大する）しそれが、イオン化曲線における第２のローカルピークを生じさせている。
図５を参照するに、第２のローカルピーク１２がシリンダ内のピーク圧力を（燃焼サイク
ル内で）正確に位置付けている。図５の各曲線は１ａ、２ａ、３ａ、４ａ、５ａの番号で
示され、異なる且つ増大するエンジン負荷のためのピストンのクランク角度（上死点を３
６０度とする度数での）の関数としての１００回の燃焼サイクルにおける相対的な平均的
圧力を表している。これらの曲線は図４に曲線として示すと同一の試験に直接相当し且つ
そうした試験から得た測定値である。図５には、シリンダ内のピーク圧力がほぼ３９５°
の位置で生じることが示される。これは、図４に示す曲線３、４、５の第２のローカルピ
ーク１２と概略同じ位置である。かくして、イオン化データから第２のローカルピーク１
２の位置を決定することにより、イオン化データからピーク圧力を導出することができる
。
図４のイオン化情報を統計的にプロセス処理し且つ分析することにより、数多くの燃焼サ
イクルにおける平均化されたデータを提供することが可能であり、サイクル間の変動によ
るノイズはろ別され得る。統計的プロセス処理及び分析においては、全体的なイオン化デ
ータに関して数多い従来の統計的方法の任意のものを使用することが可能である。そうし
た統計的プロセス処理及び分析は、第１のローカルピーク１１（火炎拡張部分）を分析す
る上で、のみならず、第２のローカルピーク１２の強さ及び位置（圧力及び温度部分）を
分析する上でも特に有益である。
図６を参照するに、λの関数としてのイオン化信号の第１のローカルピークを測定した実
験データが示される。測定されたイオン化は電圧でのイオン化信号に変換される。曲線６
ａとして示されるデータはイオン化信号の第１のローカルピーク１１（火炎イオン化部分
）対λ（即ち、種々の空燃比条件）である。曲線６ａは各データポイントを粗く結んだも
のであり、最大値はλ＝０．９及びλ＝０．９５の間となっている。
同様の曲線６ｂはλの関数としてのイオン化信号の第２のローカルピークを表している。
曲線６ｂの最大値はλ＝１．００から１．１０となっている。
かくして、数多くのエンジンサイクルに渡り空燃比が変動（図４及び図５におけるように
ピストンのクランク角度の関数としてではなく）するに従い、イオン化信号の第１のロー
カルピークはλ＝０．９からλ＝０．９５の範囲内の最大値に達し、イオン化信号の第２
のローカルピークはλ＝１．００から１．１０の範囲内の最大値に達する。先に議論した
ように、第２のローカルピークを出現させるためにはエンジンに対する負荷を十分に大き
くし、シリンダ内の温度及び圧力を上昇させてＮＯｘ分子の創出及び集中を促進させる必
要がある。この効果は、第２のローカルピークが、検出されるべき十分な大きさを有する
ように十分大きなものであるべきである。
第２のローカルピークの測定がより困難であることから、イオン化信号の第１のローカル
ピークは、空燃比制御のために使用するべき２つのローカルピークの中でより信頼性が高
い。図４及び図６に示されるデータによれば、イオン化曲線１、２、３、４、５における
第１のローカルピークの大きさをλ及び負荷の両方の関数として変化させることが可能で
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あることは明らかである。従って、統計的平均値を収集して空燃比を分析及び最適化する
場合の負荷変動を確実に最小化することが重要である。これは、最適化プロセスに関連し
て空燃比を変化させる間の着火タイミングと、質量空気流れ及び毎分当たりのエンジン回
転数（ｒｐｍ）とが一定に保持されることを保証することにより達成され得る。一度にた
だ１つのシリンダのみを変化させることで、エンジン全体の負荷に影響を与えることなく
、このシリンダのための統計的情報を決定することも可能である。
図７には、３つの異なる空燃比のためのイオン化信号対負荷の第１のローカルピークのグ
ラフが示される。最も上方の曲線７はλ＝１のためのものである。別の曲線８及び９は夫
々、λ＝１．２及びλ＝０．７のためのものである。図７からは、ある範囲のシリンダ負
荷条件下では理論空気/燃料混合物のためのイオン化水準は、λ＝１．２及び０．７に相
当する空気/燃料混合物のためのそれよりもずっと高い（ある程度まではそうである）。
各シリンダにおける理論空気/燃料混合物を達成するための好ましい方法は、単一の酸素
センサと、各シリンダにおけるイオン化信号に基づく空燃比制御とを利用するものである
。触媒コンバータを備えたエンジンでは、エンジンの排気系に少なくとも１つの酸素セン
サがおそらく必要である。排気ガスを全体的に（シリンダ毎にではなく）決定することが
必要であり得る。なぜなら、エンジンの排気系の触媒コンバータは通常１つだからである
。排気系内の酸素センサはエンジンの全体的なあるいは総合的な理論混合物を決定するた
めに使用される。
次いで、エンジン制御体は各シリンダにおけるイオン化信号の第１のローカルピークの振
幅あるいは位置（あるいは両方）を等化させるための方法論を使用する。酸素センサに基
づき、空気/燃料混合物が理論値である状態での各シリンダにおける統計的等化が達成さ
れた場合、理論混合物に関するイオン化信号の第１のローカルピークの傾斜を知ることで
、エンジンは均衡状態となる。この形式のシステムではイオン化は、多数の排気酸素セン
サを利用する最新のプロダクションシステムと比較して、混合物を全てのシリンダにおい
て理論値に近づけた状態に維持することにより触媒効率を改善するための均衡化用メカニ
ズムとして使用されそれにより、各シリンダのみならずエンジンの総合的な空燃比に対す
る感度を得ている。
各シリンダのための理論混合物を制御するための好ましい１つの方法は、所定のエンジン
運転条件のための全てのシリンダにおけるイオン化信号の統計的な第１のローカルピーク
を概略等化することである。イオン化曲線の傾斜により、理論空燃比が濃厚から希薄に変
動したことが即座に検出される。希薄空燃比条件下のシリンダの（イオン化信号の）第１
のローカルピークの振幅は濃厚空燃比条件下のシリンダのそれと比較して著しく相異する
。この相異が、濃厚空燃比条件下に運転されているシリンダを、また、希薄空燃比条件下
に運転されているシリンダを明示しそれにより、システムは、各シリンダからの全体的な
空燃比をより一層均衡化することが可能となる。次いで、各シリンダの空燃比を制御自在
に調節し、各シリンダのイオン化信号の各第１のローカルピークの相対的等化を達成する
ことができる。この調節は、統計的情報がエンジン制御体により収集され且つ分析され得
るよう、非常に安定したエンジン運転条件下に比較的ゆっくりと行われる。次いで、エン
ジン制御体は異なるシリンダ間における概略の等化を達成するために、各燃料射出装置の
オフセット値（及び燃料量）を決定する。このオフセット値は、全ての運転条件下での各
シリンダの空燃比を維持あるいは一様に均衡化させるためにエンジンの全運転範囲におい
て使用される。
特定のエンジンの理論空燃比に関するオフセットピークイオン化を決定するためにエンジ
ンモデリングを使用することができる。この方法論は、各シリンダの空燃比制御が理論混
合物に対して最適化され得るよう、各シリンダにおいて個別に達成され得る。各シリンダ
の、基本エンジンマップからのオフセットが決定され得、次いでこのオフセット値が、特
定のシリンダの理論空燃比を維持するために利用され得る。
製造上の欠陥その他の運転上の変数のために、各シリンダに送られる空気及び燃料は少な
くとも若干相異する。図２及び図３に示されるような空燃比制御システムを使用すること
で、各シリンダの理論空燃比のための正しい射出時間を較正することができる。エンジン
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の較正は、エンジンにおいて達成される排出物水準にとって極めて重要である。エンジン
のパラメータの中で最も較正するのが困難なものは、各サイクル中に各シリンダに吸入さ
れ得る空気量である。この吸入量は吸気マニホルドの設計形状、バルブタイミング、カム
プロフィール、のみならず、エンジンに固有のＥＧＲを変化させる背圧の条件、により大
きく左右される。各サイクル中に各シリンダに吸入され得る空気量のこうした差異、のみ
ならず、各シリンダに吸入され得る空気量対近接する各シリンダに吸入され得る空気量が
相異することが、従来システムによる各シリンダのための理論混合物の正確な決定を困難
なものとしている。
エンジン制御システムは、イオン化信号データを使用して理論混合物前後に適応制御する
能力を用い、各シリンダでの吸気量の相異を収受するための燃料制御上の正確なオフセッ
トを実現する。この方法論はエンジンの寿命に渡る変化、例えば燃料噴射装置の詰まりそ
の他の、各特定のシリンダのための空気及び燃料条件を変化させ得、あるいはその送りを
変化させ得る摩損状況をも収受することができる。
ある種のエンジン、例えば芝刈り機用エンジンや小型の汎用エンジンは、最新の自動車製
造用エンジンに要求される触媒コンバータのための排出物基準あるいは条件と同じ基準あ
るいは条件を有していない。これらのエンジンのためには、空燃比制御のためのイオン化
方法論は幾つかの自動車の適用例におけるよりもずっと有用なものである。そうしたエン
ジンでは着火システムが必要であるが、酸素センサの使用は、これらのエンジンが大抵の
場合触媒コンバータ無しで排出物基準に適合するという事実から見て最適な方策ではない
。これらのエンジンは、濃厚過ぎる混合比条件下に運転されて汚染物を大量に発生するの
みならず、希薄過ぎる混合比条件下に運転されてエンジンをオーバーヒートさせることが
ないように空燃比を正確に制御する必要がある。
こうした小型の汎用エンジンの最適運転範囲はλ＝０．９～０．９５の水準付近であり、
この範囲では効率的に運転され、排出される一酸化水素及び一酸化炭素はかなり低水準で
あることが判明した。こうしたエンジンの制御方策はイオン化検出方法論にとって理想的
なものである。なぜなら、そうしたエンジンは必然的に、エンジンの全ての運転条件下に
おいてイオン化信号の第１のローカルピークの最大化を必要とするのみだからである。極
めて単純な制御システムを着火システム（イオン化装置を含む）と共に使用し、低コスト
の、正確な且つ有効な空燃比制御システムを実現することができる。
別の工業的エンジン用途において、不点火検出を使用して特定のエンジンの希薄運転限界
を決定することができる。希薄運転限界は、イオン化信号の不点火検出能力を使用して決
定することができる。エンジン不点火は、全燃焼時間枠を横断してのイオン化信号の振幅
がわずかかあるいは全くない場合として検出される。エンジンが不点火を生じる直前に空
燃比を希薄化する制御方策を利用して、イオン化検出回路を使用するエンジンの燃料効率
を最大化することができる。使用され得る制御方法は以下の如くである、つまり空燃比を
、総合的方法においてはシリンダの１つにおいて、あるいは個別のシリンダの不点火が検
出されるまで徐々に希薄化して各シリンダの希薄不点火限界を決定し、次いで、不点火を
生じないことが幾分余裕を持って保証されるある安定条件下で運転するために、その不点
火空燃比からある特定の係数をバッキングオフ（ｂａｃｋｉｎｇ　ｏｆｆ）する。特定の
小型エンジン用途においては、２つの方策を有益に使用することができる。これら２つの
方策の１つは特定の高速及び高負荷条件下に用いられる最大化方策であり、他の１つは、
上述した希薄運転限界である。これら２つの方策は、高負荷条件下でのエンジンの排出物
と適正な運転との間における最良の均衡化を実現するためのエンジン運転条件下に用いら
れ得る。
あるエンジン用途においては制御システムが調整能力を有することが、単に、イオン化信
号とイオン化信号の第１のピークあるいは第２のピークとを最大化すること、あるいはイ
オン化信号を積分すること（あるいはそれらの組み合わせ）により、所望の空燃比を実現
可能とする。このことにより、各シリンダにおける所望の空燃比を実現するために必要な
アルゴリズムは著しく簡略化される。
上述したイオン化検出及び分析、並びに、イオン化及び空燃比間の相関関係を使用するこ
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るいは、エンジン制御体の望む運転条件のための適宜の空燃比の何れかに対して最適化さ
れ得る。
シリンダ間の空燃比制御のためにイオン化検出を使用することで、イオン化信号のその他
の使用可能性が拓ける。本明細書に添付する付録Ａを参照されたい。イオン化信号は燃焼
チャンバ内の事象及び状況に関する多数の情報をもたらし得る。例えば、イオン化信号は
不点火やノッキングの各状況を判定し得るのみならず、エンジンのシリンダ圧力の変動を
も判定し得る。更には、イオン化信号は排気ガス再循環（ＥＧＲ）システムを制御するた
めに使用することもできる。イオン化信号の、第２のローカルピーク近辺における対ＮＯ
ｘ感度をＥＧＲシステムで使用することにより、ＮＯｘ排出量を減少させることもできる
。ＥＧＲシステムは、匹敵するイオン化値を使用することにより、不点火を発生させるこ
となくＮＯｘ水準を低下させることができる。イオン化信号の第２のローカルピークの大
きさと、不点火発生時の統計的大きさとを組み合わせることにより、各運転条件下におい
てエンジンの達成し得る最大許容ＥＧＲを制御することも可能である。
ＮＯｘが燃焼によって生じるガスの中でも最も導電性のものであることから、イオン化信
号の第２のローカルピークは、入手し得るＮＯｘ分子の関数として増大することが示され
る。イオン化信号とＮＯｘ分子発生との間の相関関係はエンジンの負荷に追随し、イオン
化信号測定値が高いとＮＯｘ排出量は増大する。
イオン化信号の第２のローカルピークとＮＯｘ排出量とは直接相関することから、イオン
化検出及び分析を使用してＮＯｘ排出量を最小化することができる。従って、イオン化信
号の第２のローカルピークに基づき、燃焼チャンバ内に出現するＮＯｘ量及びその濃度に
関する情報を決定することができる。ある範囲の空燃比に渡り、ＮＯｘ排出量は空燃比が
濃厚混合物から理論混合物に増大するに従い増大する。ＮＯｘ排出量は理論空燃比よりも
若干高い空燃比下にピークとなり、次いで約１６対１の空燃比（ガソリンの場合）となっ
た後、再度減少する。この空燃比（λが約１．００～１．１０の間）は、ＮＯｘ排出量が
最大であるときの代表的なものである。図１を再度参照されたい。
この概念、即ち、ＮＯｘ排出量のピークが理論空燃比よりも若干高い空燃比で生じ、この
ピークがイオン化信号の第２のローカルピークに相当すると言う概念を使用することによ
り、イオン化信号に基づいて空燃比を適切に制御することができる。イオン化信号の振幅
の相対的増大を、イオン化信号内のその他の情報に対する感度と共に使用することにより
、各シリンダのための空燃比を最適化することができる。エンジン全体の全体的な酸素水
準を測定する酸素センサとの組み合わせにおいて、各シリンダ内のイオン化信号を、各シ
リンダの空燃比を変更するための可変のフィードバック制御を提供させるために使用する
ことができる。
以上、本発明を実施例を参照して説明したが、本発明の内で種々の変更をなし得ることを
理解されたい。
付録Ａ
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